
千円 千円

2,972,927 1,301,465

現 金 及 び 預 金 30,545 支 払 手 形 42,186

受 取 手 形 481,370 電 子 記 録 債 務 544,472

電 子 記 録 債 権 398,282 買 掛 金 347,525

売 掛 金 553,198 リ ー ス 債 務 257

製 品 192,784 短 期 借 入 金 110,000

仕 掛 品 6,821 未 払 金 134,196

材 料 1,117,790 未 払 法 人 税 等 25,669

貯 蔵 品 71,124 前 受 金 8,638

前 払 費 用 14,567 預 り 金 9,108

預 け 金 58,736 賞 与 引 当 金 76,996

短 期 貸 付 金 180 そ の 他 の 引 当 金 2,418

未 収 入 金 2,454

未 収 消 費 税 等 44,741

そ の 他 334 【固　定　負　債】 290,120

【固　定　資　産】 1,651,152 受 入 保 証 金 2,000

（有形固定資産） 1,500,223 退 職 給 付 引 当 金 243,581

建 物 353,950 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 43,252

構 築 物 205,760 長 期 リ ー ス 債 務 1,287

機 械 装 置 441,737

車 両 運 搬 具 5,688 1,591,585

工 具 器 具 備 品 13,076

リ ー ス 資 産 1,404 【株　主　資　本】 3,015,647

土 地 469,008  [ 資　　　 本　　　　金 ] 231,144

建 設 仮 勘 定 9,600  [ 資　本　 剰　 余　 金 ] 1,068,291

（無形固定資産） 59,528 資 本 準 備 金 1,068,291

ソ フ ト ウ ェ ア 17,722  [ 利　益　 剰　 余　 金 ] 1,716,213

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 41,806 （そ の 他 利 益 剰 余 金） 1,716,213

（投資その他の資産） 91,401 別 途 積 立 金 1,190,000

投 資 有 価 証 券 46,250 繰 越 利 益 剰 余 金 526,213

出 資 金 50

長 期 貸 付 金 247 【評価・換算差額等】 16,847

長 期 差 入 保 証 金 863 その他有価証券評価差額金 16,847

長 期 前 払 費 用 313

繰 延 税 金 資 産 42,634

そ の 他 1,045 3,032,494

資　　産　　合　　計 4,624,079 4,624,079負 債･純 資 産 合 計

資 　 産 　 の 　 部 負 　 債 　 の 　 部

【流　動　資　産】 【流　動　負　債】

負　　債　　合　　計

純  　資  　産  　の  　部

第112期決算公告
　貸借対照表（2022年3月31日現在）

純　資　産　合　計



自　2021年 4月 1日
至　2022年 3月31日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法
市場価格のある株式等については、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に
よっております。

市場価格のない株式等以外のものについては、移動平均法による原価法によっ
ております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品及び仕掛品並びに原材料については総平均法に基づく原価法(収益性低下
による簿価切下げの方法)によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産については定額法を採用しております。

無形固定資産については定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)
に基づく定額法によっております。

リース資産についてはリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額
法によっております。

（３）引当金の計上基準
貸倒引当金については債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、当事業年度においては、引当金の計上はありません。

賞与引当金については従業員の賞与支給に備えるため、支給対象期間に応じた
支給見込額により計上しております。

退職給付引当金については従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金については役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準
当社は鋼材の切断加工を主な事業とし、製品の引渡時点において顧客が当該製
品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷
時から支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、主
として出荷時点で収益を認識しております。取引の対価は履行義務を充足して
から１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

２．当期純利益額 42,400 千円

　個　別　注　記　表　


